
自然公園等設計業務委託特記仕様書（建築編）

Ⅰ 業務概要

１．業務名称 令和８年度大雪山国立公園トムラウシ温泉園地

公衆トイレ改修工事実施設計委託業務

２．計画施設概要

(1) 施 設 名 称 トムラウシ温泉園地公衆トイレ

(2) 敷地の場所 上川郡新得町字屈足トムラウシ

(3) 施 設 用 途 第４類第１号

３．設計与条件

(1) 敷地の条件

ａ．敷地の面積 3,535㎡

ｂ．用途地域及び地区の指定 大雪山国立公園、第３種特別地域

(2) 施設の条件

ａ．施設の延べ面積（計画面積） 公衆便所 40.35㎡

ｂ．主要構造 木造平屋建

ｃ．耐震安全性の分類

「総合耐震計画基準」（平成８年10月24日付け建設省営計発第 100号）に

よる、耐震安全性の分類は以下のとおりとする。

1) 構造体 Ⅲ 類

2) 建築非構造部材 Ｂ 類

3) 建築設備 乙 類

ｄ. 住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の

所有者の判断基準（「次世代省エネルギー基準」平成18年経済産業省・国土

交通省告示第3号）による。

(3) 建設の条件

ａ．工 事 費 （ 別途指示 ）

ｂ．建設予定工期 （令和９年10月１日から令和10年３月31日）

(4) 設計与条件の資料

設計与条件については、次の資料による。

・平成９年度大雪山国立公園トムラウシ温泉園地工事 設計図書
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Ⅱ 業務仕様

特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書

（令和６年３月26日改訂版）」による。

（ＨＰ：https://www.mlit.go.jp/gobuild/content/001733705.pdf)

１．特記仕様書の適用

特記仕様書に記載された特記事項の中で、・印の付いたものについては、○印

の付いたものを適用する。

２．管理技術者の資格要件

管理技術者の資格要件は次による。

¤建築士法（昭和25年法律第 202号）による一級建築士

¤建築士法（昭和25年法律第 202号）による建築設備士

・（社）日本建築積算協会が付与する建築積算資格者

・技術士法（昭和58年法律第 25号）による技術士（環境部門）

３．設計業務の内容及び範囲

(1) 一般業務の範囲

ａ．基本設計 ・建築（意匠）基本設計

・建築（構造）基本設計

・電気設備基本設計

・機械設備基本設計

・展示基本設計

ｂ．実施設計 ¤建築（意匠）実施設計

¤建築（構造）実施設計

¤電気設備実施設計

¤機械設備実施設計

・展示実施設計

(2) 追加業務の内容及び範囲

¤建築積算業務

¤電気設備積算業務

¤機械設備積算業務

・展示積算業務
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¤透視図作成〔種類（外観）判の大きさ（Ａ３），枚数（２種）

＊透視図については、業務担当員の指示により２案作成すること。

額の有無（無）及び材質（ ）〕

・透視図の写真撮影〔カット枚数（ ）

判の大きさ（ ）及び白黒・カラーの別（ ）〕

・模型製作〔縮尺（ ），主要材料（ ）

ケースの有無（ ）及び材質（ ）〕

・模型の写真撮影〔カット枚数（ ）

判の大きさ（ ）及び白黒・カラーの別（ ）〕

・計画通知申請手続き業務

・市町村指導要綱による中高層建築物の届出書の作成及び申請手続き業務

（標識看板の作成、設置報告書の届出）

・防災計画評定又は防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続き業務

・省エネルギー関係計算書の作成

・コスト縮減検討中間報告書の作成

基本設計時に、業務担当員と協議し、下記事項について取りまとめを行

う。

①コスト縮減対策として有効なものとして採択した事項

②今後の実施設計の中で具体的に検討のうえ採否を決めるべき事項

（営繕事業における共通検討課題を含む。）

・コスト縮減検討報告書の作成

実施設計時に、業務担当員と協議し、実施設計時にコスト縮減対策とし

て採択した事項をとりまとめる。

・リサイクル計画書の作成

設計にあたって、建設副産物対策（発生の抑制、再利用の促進、適正処

理の徹底）について検討を行い設計に反映させるものとし、その検討内容

をリサイクル計画書として取りまとめを行う。

¤建築工事スケジュール（工事工程表）の作成

・営繕事業広報ポスターの作成

・グリーン計画書の作成

グリーン購入法に基づく調達物品の採用について検討を行い、設計に反映

させるものとし、その検討内容をグリーン計画書として取りまとめを行う。

６．業務の実施

(1) 一般事項

ａ．基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行う。

ｂ．実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等に



- 3 -

よって行う。

ｃ．積算業務は、業務担当員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準等によ

って行う。

ｄ．業務担当員の指示により「設計説明書」に記入のうえ、業務担当員に提出

する。

(2) 打合せ及び記録

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、業務担当員に提出する。

ａ．業務着手時

ｂ．業務担当員又は管理技術者が必要と認めた時

ｃ．その他（ ）

(3) 適用基準等

特記なき場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部が制定又は監修したもの。

なお、最新版の適用基準等については、次のHPで公表されている。
http //www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_index.htm

ａ．共 通

¤官庁施設の基本的性能基準

¤官庁施設の基本的性能に関する技術基準

¤官庁施設の総合耐震計画基準

¤官庁施設の総合耐震診断・改修基準

・環境配慮型官庁施設計画指針

・官庁施設の環境配慮診断・改修計画指針

・省エネルギー建築設計指針

¤官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（案）

¤建築設計業務等電子納品要領（案）

¤建築ＣＡＤ図面作成要領（案）

¤公共建築工事積算基準

¤建築物解体工事共通仕様書

ｂ．建 築

¤建築工事設計図書作成基準

・敷地調査共通仕様書

¤公共建築工事標準仕様書（建築工事編）

¤公共建築改修工事共通仕様書(建築工事編)



- 4 -

¤建築設計基準

¤建築改修設計基準

¤建築構造設計基準

¤建築鉄骨設計基準

¤建築工事標準詳細図

・擁壁設計標準図

・構内舗装・排水設計基準

・表示・標識標準

ｃ．建築積算

¤公共建築数量積算基準

¤公共建築工事内訳書標準書式(建築工事編)

¤建築工事内訳書作成要領（建築工事編）

¤公共建築工事見積標準書式(建築工事編）

ｄ．設 備

¤建築設備計画基準

¤建築設備設計基準

¤建築設備工事設計図書作成基準（案）

¤公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)

¤公共建築設備工事標準図(電気設備工事編)

¤公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編）

¤公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)

¤公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)

¤公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編）

・排水再利用・雨水再利用システム計画基準

・建築設備耐震設計・施工指針

¤建築設備設計計算書作成の手引

ｅ．設備積算

¤公共建築設備数量積算基準

¤公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編)

¤建築設備内訳書作成要領（設備工事編）

¤公共建築工事見積標準書式（設備工事編）

(4) 成果物の提出場所（北海道十勝総合振興局保健環境部環境生活課）
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(5) 成果物の取り扱いについて

提出されたＣＡＤデータについては、当該施設に係る工事の請負業者に貸与

し、当該工事における施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維

持管理に使用することがある。

(6) 業務実績情報の登録について

請負金額 500万円以上の業務については、業務完了後10日（ただし、土、日

曜及び祝日等は除く）以内に、公共建築設計者情報システム（PUBDIS）に「業

務カルテ」を登録する。なお、登録に先立ち、業務担当員の確認を受ける。
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７．成果物及び提出部数等

(1) 実施設計

摘 要
成 果 物 等 原 図 複 写 製本形態

(A1判以外は特記)

ａ. 建築（意匠）

¤ 建築（意匠）設計図 各１部 １部 Ａ３判二つ折り製

仕様書 本３部

仕様概要表

仕上表

面積表及び求積図

敷地案内図

配置図

平面図（各階）

断面図

立面図（各面）

矩計図

展開図

天井伏図

平面詳細図

断面詳細図

部分詳細図

建具表

外構図

・ 計画通知図書

・ 中高層建築物の届出書

・（ ）

・（ ）

ｂ. 建築（構造）

¤ 建築（構造）設計図 各１部 １部 Ａ３判二つ折り製

伏図 本３部

軸組図

各部断面図

標準詳細図

各部詳細図

仕様書

・ 構造計算書 １部 １部 A4-A3

・（ ）

・（ ）
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摘 要
成 果 物 等 原 図 複 写 製本形態

(A1判以外は特記)

ｃ. 電気設備

¤ 電気設備設計図 各１部 １部 Ａ３判二つ折り製

仕様書 本３部

敷地案内図

配置図

電灯設備図

動力設備図

電熱設備図

避雷設備図

受変電設備図

静止形電源設備図

発電設備図

構内情報通信網設備図

構内交換設備図

情報表示設備図

映像・音響設備図

拡声設備図

誘導支援設備図

呼出し設備図

テレビ共同受信設備図

テレビ電波障害防除設備図

監視カメラ設備図

駐車場管制設備図

防犯・入退室管理設備図

自動火災報知設備図

中央監視制御設備図

構内配電線路図

構内通信線路図

¤ 電気設備設計計算書 １部 １部 A4-A3 ・ＣＤ－Ｒ

・ 計画通知図書

・ 中高層建築物の届出書

・（ ）

・（ ）
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摘 要
成 果 物 等 原 図 複 写 製本形態

(A1判以外は特記)

ｄ. 機械設備

・ 空気調和設備設計図

仕様書

敷地案内図

配置図

機器表

空気調和設備図

自動制御設備図

換気設備図

排煙設備図

屋外設備図

¤ 給排水衛生設備設計図 １部 １部 Ａ３判二つ折り製

仕様書 本３部

敷地案内図

配置図

機器表

衛生器具設備図

給水設備図

排水設備図

給湯設備図

消火設備図

厨房設備図

ガス設備図

し尿浄化槽設備図

ごみ処理設備図

さく井設備図

屋外設備図

・ 昇降機設備設計図

自動制御設備図

昇降機設備図

搬送機設備図
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摘 要
成 果 物 等 原 図 複 写 製本形態

(A1判以外は特記)

ｄ. 機械設備

・ 空気調和設備設計計算書

¤ 給排水衛生設備設計計算書 １部 １部 Ａ４判 ・ＣＤ－Ｒ

・ 昇降機設備設計計算書

・ 計画通知図書

・ 中高層建築物の届出書

・（ ）

・（ ）

ｅ. 展示

・ 意匠設計図

仕様書

仕様概要表

仕上表

配置図

平面図（各階）

断面図

立面図（各面）

矩計図

展開図

平面詳細図

断面詳細図

部分詳細図

・ 展示装置、什器等の詳細図

・ 情報伝達装置、造形等に関

する詳細図

・ 映像、音響等装置のシナリオ

の作成

・ 展示設備電気配線図

・ 展示照明設備図

・ 計画通知図書

・（ ）

・（ ）
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摘 要
成 果 物 等 原 図 複 写 製本形態

(A1判以外は特記)

ｆ．建築積算

¤ 建築工事積算数量算出書 １部 １部 A4-A3 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 建築工事積算数量調書 １部 １部 A4-A3 (エクセル形式

¤ 建築工事内訳書 １部 １部 A4-A3 とする)

・（ ）

・（ ）

ｇ．電気設備積算

¤ 電気設備工事積算数量算出書 １部 １部 A4-A3 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 電気設備工事積算数量調書 １部 １部 A4-A3 (エクセル形式

¤ 電気設備工事内訳書 １部 １部 A4-A3 とする)

・（ ）

・（ ）

ｈ．機械設備積算

¤ 機械設備工事積算数量算出書 １部 １部 A4-A3 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 機械設備工事積算数量調書 １部 １部 A4-A3 （エクセル形式

¤ 機械設備工事内訳書 １部 １部 A4-A3 とする）

・（ ）

・（ ）

ｉ．展示積算

・ 展示工事積算数量算出書

・ 展示工事積算数量調書

・ 展示工事内訳書

・（ ）

・（ ）
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摘 要
成 果 物 等 原 図 複 写 製本形態

(A1判以外は特記)

ｊ. そ の 他

・ 透視図

・ 模型

¤ 防災計画書 １部 １部 Ａ４判 ・ＣＤ－Ｒ

・ 省エネルギー関係計算書

・ コスト縮減検討報告書

¤ リサイクル計画書 １部 １部 Ａ４判 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 設計説明書 １部 １部 Ａ４判 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 建築工事スケジュール １部 １部 Ａ４判 ・ＣＤ－Ｒ

（工事工程表）

・ 営繕事業広報ポスター

・ グリーン計画書

・（ ）

ｋ. 資 料

¤ 各種技術資料 一式 １部 A4-A3 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 構造計算データ 一式 １部 A4-A3 ・ＣＤ－Ｒ

¤ 各記録書 一式 １部 Ａ４判 ・ＣＤ－Ｒ

・（ ）

・（ ）

・（ ）

（注）：建築（構造）の成果物は、建築（意匠）実施設計の成果図書の中に含めることも

できる。

：設計図は、適宜、追加してもよい。

：成果物は、業務担当員の指示により、製本とする。

：電子データ等の提出については、「官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライ

ン（案）（平成14年11月改定版）」、「建築設計業務等電子納品要領（案）（平

成14年11月改定版）」及び「建築ＣＡＤ図面作成要領（案）（平成14年11月改定

版）」による。

：縮尺については業務担当員と協議すること。
：ＣＡＤデータの保存形式及びレイヤー構成等については、業務着手時に業務担当
員と協議する。
：工事費の算出は、公表されている「環境省自然公園等工事積算基準(自然公園

編)」、「北海道森林土木事業積算関係資料」、「北海道土木工事積算基準及び

営繕工事積算要領」、「市販の積算資料」等を使用し、これらに記載のない資材
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等については、見積りにより、適切な工事費を積算すること。

(3) 設計原図の材質等

ａ．設計原図の材質 ¤コピー用紙 ・（ ）

ｂ．設計原図の大きさ Ａ３判

ｃ．基本設計からの委託の場合の原図の様式は次を基本とするが、個別の様式がある場

合は、業務担当員と協議の上、使用するものとする。

表 紙（様式）

工事設計図

設計事務所

設計図（様式）

設計事務所
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ｄ．実施設計のみを委託する場合の原図の様式は次を基本とするが、個別の様式がある

場合は、業務担当員と協議の上、使用するものとする。

設計図（様式）

設計事務所

(4)電子媒体

上記提出成果物の電子媒体を次の扱いにより、各業務１枚提出すること。

１．成果物は、Microsoft社Windows10上で表示可能なものとする。

２．使用するアプリケーションについては、

① ワープロソフトについては、（Microsoft社Word2016以下）とする。

② 表計算については、表計算ソフト（Microsoft社Excel2016以下）で作成されたも

のとする。

③ 画像については、JPEG形式とする。

④ 図面については、JWW形式およびPDF形式とする。

３．格納媒体は、CD-R若しくはDVDとする。なお、成果物等には、事業年度及び事業名称

等を収納ケース及びコンパクトディスクに必ずラベルにより付記すること。文字ポイ

ント等統一的な使用に関しては業務担当員等に従うこと。

４．その他

① 成果物の納品については、北海道が指定するコンピューターにインストールし、

業務担当員等の立ち会いのもと、正常に動作することを確認すること。

② 成果物納入後に発生した、請負者側の責めによる不備が発見された場合は、無償

で速やかに必要な措置を講じること。

③ 本業務で得られた成果物の著作権は、ホームページに公開することも含め北海道

に帰属するものとする。
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